
新たな行政改革計画・財政健全化計画の骨子案 

 

Ⅰ 行財政改革が目指す方向性 計画期間：平成２２～２４年度の３ヵ年（総合計画の実施計画と同期間） 

   県民からの信頼回復に全力を尽くすとともに、急激な環境変化※ に対応しながら、本県が中長期的に目指す姿を実現するための「総合計画」を着実に推進していくために

必要な行財政基盤を確立する。 

   ※少子高齢化、経済・雇用情勢、地方分権型社会の進展、NPO 活動や企業の CSR 活動等地域貢献活動の活発化、職員の大量退職 

 

Ⅱ 改革の視点及び具体項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県のポテンシャルの最大化 

➤県の魅力や資源、職員、県有財産

等、あらゆるポテンシャルを最大

限に活かしていく視点 

チームスピリットの発揮 

➤「チームちば」の力と知恵で政策

実現を図っていく視点 

不断の組織改革 

➤コンプライアンスの徹底、組織の

あり方や仕事の進め方を常に振

り返り、見直していく視点 

改革の視点 

 

 

 

 

 

行政改革 

計画 

 

財政健全

化計画 

県
政
の
運
営
基
盤
の
確
立 

中長期的に持続可能な 

財政構造の確立 

➤強固かつ安定した財政構造を 

構築していく視点 

Ⅰ 県庁改革への取組 

○内部統制、コンプライアンスの強化 

○組織・機構の再編整備  ○定員管理の適正化  ○給与の適正化 

○公社改革  ○公の施設改革  ○公営企業改革  ○審議会の見直し 

○業務電算化の推進等、業務プロセスの効率化 

○規制改革の推進  ○政策評価によるマネジメント  ○公共調達制度の適正化

○社会基盤施設の長寿命化  ○公共事業のコスト縮減 
○未収債権の縮小  ○経費節減対策の推進 

Ⅱ 県の経営資源の創造的活用 

○ちばの魅力・ポテンシャルの掘り起こしとプロモーション 

○人材育成の強化 

○職員の能力・意欲を活かす職場づくり 

○県有財産の有効活用   ○資産マネジメントの推進 
○県有財産の効果的利活用による収入確保等 

Ⅲ 多様な主体の力と知恵の結集 

○民間活力の活用・民間との連携・協働 

○ＮＰＯ等県民との連携・協働   ○市町村との連携・協働 

○地方分権の推進    

Ⅳ 財政健全化への取組 

○安定した歳入の確保 

○歳出構造の見直し 

○将来負担の軽減に向けた取組み 

○地方税財政制度の改正要望 

改革の具体項目 
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